
令和４年さいたま市議会

２ 月 定 例 会 議 案 

さいたま市病院事業会計補正予算

及 び 補 正 予 算 説 明 書





議案第１５号 

令和３年度さいたま市病院事業会計補正予算（第３号） 

（総  則） 

第１条 令和３年度さいたま市病院事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところ

による。 

（業務の予定量） 

第２条 令和３年度さいたま市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定め

た業務の予定量を次のとおり補正する。 

 区          分 既決予定量 補正予定量 計 

(3) 

(5) 

年 間 外 来 患 者 数

一日平均外来患者数

223,850 人

925 人

24,200 人

100 人

248,050 人

1,025 人

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正し、営業運転

資金にあてるための一般会計からの長期借入金「783,000 千円」を「0 円」に改める。 

収                    入               （単位  千円） 

科          目 既決予定額 補正予定額 計 

第 1 款 病 院事業収益 23,519,986 1,402,142 24,922,128

第 1 項

第 2 項

医 業 収 益

医 業 外 収 益

17,937,133

5,576,851

463,309

938,833

18,400,442

6,515,684

支                    出              （単位  千円） 

科          目 既決予定額 補正予定額 計 

第 1 款 病 院事業費用 25,503,603 7,525 25,511,128

第 1 項 医 業 費 用 24,426,540 △5,051 24,421,489

第 2 項 医 業 外 費 用 1,061,061 12,576 1,073,637

（債務負担行為） 

第４条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を、次のとおり追加する。 

（単位  千円） 

事項 期間 限度額 

発熱外来用仮設プレハブ賃貸借 令和４年度 1,320

令和４年２月１日提出 

さいたま市長    清  水  勇  人
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補 正 予 算 説 明 書
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既決予定額 補正予定額 計 備 考

1 23,519,986 1,402,142 24,922,128

1 医 業 収 益 17,937,133 463,309 18,400,442

2 外 来 収 益 3,551,120 463,309 4,014,429

2 医 業 外 収 益 5,576,851 938,833 6,515,684

2 国 県 市 補 助 金 2,069,019 1,225,131 3,294,150

3 負 担 金 交 付 金 2,447,021 △ 286,298 2,160,723 負担金

既決予定額 補正予定額 計 備 考

1 25,503,603 7,525 25,511,128

1 医 業 費 用 　 24,426,540 △ 5,051 24,421,489

6 研 究 研 修 費 73,690 △ 5,051 68,639
医師等の研究・研修
事業

2 医 業 外 費 用 1,061,061 12,576 1,073,637

3 消 費 税 10,000 17,665 27,665

5 院 内 託 児 費 70,986 △ 5,089 65,897

病 院 事 業 費 用

（単位　千円）

款　　　　項 目

　　　　　　　　　　　　　　　　   支　　　　　　　　　出　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　   　収　　　　　　　　　入　　　　　　　　　　 （単位　千円）

款　　　　項 目

病 院 事 業 収 益

令和３年度さいたま市病院事業会計予算実施変更計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出
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（単位　円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 △ 589,000,000

　　減価償却費 2,921,365,000

　　固定資産除却費 10,502,000

　　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 6,693,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 12,000,000

　　長期前受金戻入額 △ 858,645,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 1,000

　　支払利息 54,423,000

　　固定資産売却損 1,000

　　固定資産売却益 △ 1,000

　　未収金の増減額（△は増加） 970,489,712

　　未払金の増減額（△は減少） 347,726,536

　　たな卸資産の増減額（△は増加） 1,322,000

    前払費用の増減額（△は増加） 132,915

　　長期前払消費税の増減額（△は増加） 219,687,400

　　小計 3,083,309,563

　　利息及び配当金の受取額 1,000

　　利息の支払額 △ 54,423,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 3,028,887,563

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,008,684,690

　　無形固定資産の取得による支出 △ 44,895,000

　　有形固定資産の売却による収入 1,000

　　国庫補助金等による収入 46,357,000

　　一般会計からの繰入金による収入 846,424,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 160,797,690

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　一時借入れによる収入 3,500,000,000

　　一時借入金の返済による支出 △ 3,500,000,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,008,300,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,877,462,279

　　リース債務の返済による支出 △ 594,966,644

　　一般会計からの出資による収入 109,969,000

　　寄附金収入 1,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,354,158,923

資金増加額（又は減少額） 1,513,930,950

資金期首残高 1,647,397,864

資金期末残高 3,161,328,814

令和３年度さいたま市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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1,320令和4年度 0

企業債
損益勘定
留保資金等

金額

発熱外来用仮設プレハブ賃貸借

債  務  負  担  行  為  に  関  す  る  調  書

令和２年度末までの
支払義務発生額

期間

令和３年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源の内訳
事項 限度額

期間

　　　　　　　（単位　千円）　

1,3201,320 ― ― 0

金額
一般会計
負担金
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（単位　円）

１　固　定　資　産

イ土 地 1,547,993,564

ロ 建 物 41,360,340,665

減 価 償 却 累 計 額 △ 14,132,670,013 27,227,670,652

ハ 構 築 物 611,193,845

減 価 償 却 累 計 額 △ 251,406,892 359,786,953

ニ 器 械 備 品 9,984,021,213

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,063,828,445 4,920,192,768

ホ 車 両 12,428,367

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,618,419 3,809,948

ヘ リ ー ス 資 産 1,474,047,063

減 価 償 却 累 計 額 △ 726,222,434 747,824,629

ト 建 設 仮 勘 定 810,395,020

チ そ の 他 備 品 3,250,000

有形固定資産合計 35,620,923,534

イ 電 話 加 入 権 240,900

ロ リ ー ス 資 産 747,625,022

ハ ソ フ ト ウ ェ ア 49,085,566

無形固定資産合計 796,951,488

イ 破 産 更 生 債 権 等 133,488,491

貸 倒 引 当 金 △ 133,488,491 0

ロ 長 期 前 払 消 費 税 2,485,527,578

投資その他の資産合計 2,485,527,578

固 定 資 産 合 計 38,903,402,600

２　流　動　資　産

イ現 金 7,540,340

ロ 預 金 3,153,788,474

現 金 預 金 合 計 3,161,328,814

イ 医 業 未 収 金 2,656,360,040

ロ 医 業 外 未 収 金 1,918,409,000

未 収 金 合 計 4,574,769,040

イ 薬 品 81,848,281

ロ 診 療 材 料 33,452,478

ハ そ の 他 貯 蔵 品 286,191

貯 蔵 品 合 計 115,586,950

イ 前 払 費 用 5,187,585

前 払 費 用 合 計 5,187,585

流 動 資 産 合 計 7,856,872,389

資 産 合 計 46,760,274,989

　（１）有形固定資産

　（３）投資その他の資産

　（３）貯　蔵　品

　（２）無形固定資産

　（１）現 金 預 金

　（２）未　収　金

　令和３年度さいたま市病院事業予定貸借対照表
（令和４年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

　（４）前　払　費　用
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３　固　定　負　債

イ建設改良費等の財源に
充てるための企業債 30,508,885,671

企 業 債 合 計 30,508,885,671

1,054,523,828

イ 退 職 給 付 引 当 金 2,884,965,416

引 当 金 合 計 2,884,965,416

固 定 負 債 合 計 34,448,374,915

４　流　動　負　債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,915,851,445

企 業 債 合 計 1,915,851,445

590,439,372

イ 医 業 未 払 金 1,786,222,577

ロ そ の 他 未 払 金 49,547,019

未 払 金 合 計 1,835,769,596

115,500

イ 賞 与 引 当 金 709,158,000

引 当 金 合 計 709,158,000

イ 預 り 金 25,459,565

その他流動負債合計 25,459,565

流 動 負 債 合 計 5,076,793,478

５　繰　延　収　益

イ受 贈 財 産 評 価 額 3,932,767

収 益 化 累 計 額 △ 3,736,129 196,638

ロ 国 庫 補 助 金 361,309,381

収 益 化 累 計 額 △ 218,829,223 142,480,158

ハ 県 補 助 金 335,679,232

収 益 化 累 計 額 △ 186,605,300 149,073,932

ニ 市 補 助 金 6,717,500

収 益 化 累 計 額 △ 4,942,332 1,775,168

ホ 他 会 計 補 助 金 6,880,688,935

収 益 化 累 計 額 △ 6,408,909,683 471,779,252

ヘ 寄 附 金 668,700

収 益 化 累 計 額 △ 49,877 618,823

長 期 前 受 金 合 計 765,923,971

繰 延 収 益 合 計 765,923,971

負 債 合 計 40,291,092,364

　（２）リース債務

　（１）企　業　債

　（１）企　業　債

　（４）前受収益

　（３）未　払　金

　（６）その他流動負債

　（２）リース債務

負　　　　債　　　　の　　　　部

　（５）引　当　金

　（３）引　当　金

　（１）長期前受金
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8,982,199,172

７　剰　余　金

イ受 贈 財 産 評 価 額 3,250,000

資 本 剰 余 金 合 計 3,250,000

イ 当年度未処理欠損金 2,516,266,547

欠 損 金 合 計 2,516,266,547

剰 余 金 合 計 △ 2,513,016,547

資 本 合 計 6,469,182,625

負 債 資 本 合 計 46,760,274,989

６　資　本　金

資　　　　本　　　　の　　　　部

　（２）欠　損　金

　（１）資本剰余金
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注記

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品   先入先出法による原価法によっている（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

簿価切下げの方法により算定。）。 

 固定資産の減価償却方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法 

定額法による。 

   (ﾛ) 主な耐用年数 

     建物    15～47 年

     構築物   10～30 年

     器械備品  4～20 年

     車両    5 年

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法 

定額法による。 

   (ﾛ) 主な耐用年数 

     ソフトウェア 5 年

ハ リース資産

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上し

ている。

ロ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給、並びにこれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年

度末における支給見込額に基づき当年度の負担に属する額を計上している。

ハ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権

等特定の債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用し、控除対象外消費税等については原則として

当該事業年度の費用としている。また、固定資産に係る控除対象外消費税等については長期前払消費

税勘定に計上し、発生の翌年度以降、次の期間で均等償却を行っている。 

なお、平成 28 年度以前に発生した固定資産に係る控除対象外消費税等については、発生の翌年度

以降 5年間で均等償却を行っている。 
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イ 有形固定資産（リース資産を除く。） 

   建物     10～20 年 

   構築物    10～20 年 

   器械備品   5 年 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

   ソフトウェア 5年 

ハ リース資産

       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

       リース期間 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

  重要な非資金取引 

  当年度、新たに計上するファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ 66,396,000  

 円、73,035,600 円である。 

３ 予定貸借対照表に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定の 

 ものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 16,284,835,305 円である。 

４ セグメント情報に関する注記

  さいたま市病院事業の報告セグメントの区分は単一であるため、記載を省略している。

５ 減損損失に関する注記

  該当事項なし。

６ リース契約により使用する固定資産に関する注記

 リース取引の処理方法

所有権移転ファイナンス・リース取引及びリース料総額が 300 万円を超える所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

リース料総額が 300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

７ 重要な後発事象に関する注記

  該当事項なし。

８ その他の注記 

 引当金の取崩し 

  イ 退職給付引当金 

    当年度において、退職給付引当金 542,308,000 円を取り崩す。 

  ロ 賞与引当金 

当年度において、賞与引当金 715,851,000 円を取り崩す。 
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 長期継続契約に係るリース債務 

  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法

第 234 条の 3に基づく長期継続契約に係るものは次の金額である。 

短期リース債務    590,439,372 円 

長期リース債務  1,054,523,828 円 

計         1,644,963,200 円 
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この冊子は 450部作成し、1部当たりの印刷経費は、96 円です。 


